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分譲集合住宅における潜在的火災危険と防火対策に関する研究
水野弘之
Studies on the latent fire risk and the fire protection 
countermeasure in the apartment house. 
HIROYUKI MIZUNO 
1.序 論
1. 1 研究の目的
住環境の改善に関する研究は.t主尉学の研究の重要な
分野であり，その中で住環境の安全性に関する研究は，
健康性.tA通性，平IJ便性能不性などの研究と並んで基本
的課題のひとつである。乙乙では，住環境の安全性の中
でも最重要採題のひとつである住宅火災κ対する安全化
をとりあけるが，乙れは換宣すれば.火災K対して安全
な住宅 ・住空間 .1'.活空間をどうつくるかという乙とに
関する研究である。
火災lζ対する安全化，すなわち防火対策を住居学的に
とらえれば.第3節で後述するように二つの側面がある。
ひとつは，物的な防火対策であり，もうひとつは.住居
官即的な防火対策('i!'理的対策と呼ぶ乙とにする)であ
る 両方の防火対策を組み合せて講じなけれは.住宅の
防火的安全化は達成できないことは向明であるが，乙の
研究では，住居機俗学の立湯から住宅の安全性Itついて
研究するために，前者の物的防火対策の体系的研究とい
う大きな臼標にしぼって，その第一歩を踏み出す乙とを
目的にする。
具体的な研究目的の第ーは.住宅における物的防火対
策の実態調子Eであり，それにもとづいて住宅の防火対策
の全体像についてJ5j察し整却をする。第二は，一般的防
火対策ではなく，住宅特有の防火対策を明らかにするた
めには，住宅火災特有の発生機構をつかむ必要がある。
住宅の火災危険には一般に顕在化したものと潜在してい
るものとこ段階あるが，潜在危険の段階の出火機構を解
明する研究は遅れている(後述)。 従って，本研究では
ζの潜在危険の段階にまとをしぼった実態調査をアンケ
ー卜調査の形で実施する。
なお，本研究では.分譲集合住宅を調査対象に設定し
ているが.それは本研究がもともと，大谷女短大の学生
( 1 ) 
必sと共いlしてffった分譲集合住宅における共同防火u
P~IL関する調査研究から発しており，その研究報告は.
「分譲集合住宅における防火管理It関する事例研究1Jと
題してまとめられている。本論では.同じ調査データの
一部を使って.上記のような物的防火対策の研究という
目的に沿って見方を変え，再編成したものである。その
ため，調査データの整理lζは，無理をしている点もある
が.本論のような整理は.今後の研究の礎を築く上で.
窓味のある ζとと与える。
1.2 調査の方法と内容
凋査はアンケート調査の方法を採用し，留i'1向記式で
あらかじめ乙ちらが用意した質問認に記入してもらっfこ。
調査対象住戸は表 ト 11ζ示す 4つの分譲集合住宅 (7
ンションと呼ぶ)であり，配票数と回収数も同時に示し
た。回収は.当日あるいは 1，2日後に往戸を訪問して回
収したものと，郵送Kより返送してもらったものと 2と
おりある。調査の依頼は，商会して承諾を得るζとを基
本にしたが.留守宅lζ対しては文符でもって，差し支え
なければ調査に応じてほしい旨依頼した。回収率を，表
1-1 IL示すが，留守宅iζ配票した分の回収率は極めて低
かった。例外はCマンションであるが.ζれは管理組合
役員の方の多大な協力を得たためである。マンシヲンの
所在地は，大谷t:.子短大学生の便宜を考えて南大阪にあ
るもので.かっ.'!I前Itu理組合の了承がとりつけられ
たものに限った。なお.本凋査にさきがけ.1983年9月
I:Aマンションで約13票のプレ調査を行い.調査票の内
容を吟味し，修正を加えた。調査項目は.本論で示す。
居住年数を衰1-21ζ示す。
2. 潜在的火災危険
2.1 住宅火災の特有性と出火・鉱大の過程
住居の中で人(生活者)は住生活を営なんでいるが，
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マンション記号
総 戸 数
階 数
入 居 関 始
供 給 主 体
配 矛茸宮晋、〈 数
回 収 数
回 収 率
認 査 期 間
年 数
- 5 年
6 - 10 年
II年以上
言十
(注)不明分を除く .以下閉じ
住 居 井叫ィー
表 1-1 調査対象マンション
A B 
99 100 
6 F. 8 Ii' 5 F 
S53 S48 
民間 公団
78 67 
44 33 
56~杉 49% 
C 
40 
5F 
S42 
市公社
38 
30 
79% 
S58年10-12月
表1-2居住年 数 の分布
-マ ンシ ヨ ン
A B C D 
41 1 12 4 
。 21 3 28 
。 。 15 。
41 32 30 32 
D 
258 
10F 
S50 
公団
90 
33 
37，ぢ
3十
68 
52 
15 
135 
火災はその中で発生し拡大する。乙の過程に着目すれば では，人為的要因(管理的要因)と物理的要因を切り離
出火過程と拡大過程の二つiζ大別する乙とができる。出 して研究する乙ともロJ能である。しかし.出火過程では，
火過程とは，発火源と着火物 (可燃物)が種々の契機IL 両者を切り隊して研究するととができる場合は少なL、。
よって結合し， 着火物が燃焼を始める段階までをさす。 乙のようκ.出火過程の解明が相対的に遅れている ζ
鉱大過程とは，出火後の過程であり，住宅火災の場合 とは，紡火対策を体系化する上で，大きな経絡となって
には，たとえば，火の立上り (立上材の燃焼)→天井へ いる。従って，本研究では出火過程lζまとをしぼって調
の着火と室火災への成長→他室への拡大→防火区画の突 査を行う乙とにする。
破→僚の炎上→他糠への類焼という過程をたどる。拡大 2.2 出火過程の研究の方法と火災の潜在危険
過程については，乙れまで多くの研究がなされているが 使用している火気器具の燃料が燃えているだけの段階
出火過程IL関する研究は少ない。その理由は，出火過程 から，火源と周囲の可燃物が結合して.可燃物が焼焼し
には発火源の性質，発火源と着火物の空間的位置関係な 始める段階までが住宅火災の出火過程である。 周囲の可
どの物理的要因はもとより，生活者による火気器具(発 燃物が燃焼し始めた段階とは，火災発生のスタ トー がき
火源)の使われ方，火気器具周辺の生活用具の配置のさ られた段階であり，火災危険が顕在化した段階である。
れ方などの管理的要因が彼雑にからんでいるために物閉 その意味でこれを顕在危険の段階と呼ぶ乙とにする。
化学的方法(燃焼学的方法)だけでは，出火機構を解明 一方，生活者が火気鋸呉を使用している段階から，乙
できないからである。拡大過程にも，初期消火や消防隊 の顕在危険の段階にいたるまでの過程があるが，乙の途
による消火など人為的要因がからんでいるが.乙の段階 中の段階を[顕在JIC対して，潜在的火災危険の段階と呼
(2) 
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ぶ乙とにする。住宅火災特有の出火機械を解明し.有効
な出火防止対策を佐立するためには.乙の潜在危険の段
階についても詳しく研究する乙とが必要である。そのほ
かにも.火災の潜在危険を凋査研究しなければならない
理由として次のようなものがある。(1)顕在化した火災
事例の数は潜在危険に比べてはるかに少ないので.一般
家庭にアンケート調査をしても多くの事例は得られず，
むしろ消防署が党知した火災記録を分析した方かよい。
ζの種の研究はぺ医者もζれまで行ってきている2.3. 4)。
ζれに対して潜在危険はほとんどの家庭で多かれ少なか
れ存在しており，ランダムサンプリングの調査を行って
も多くの事例が収集できる。12)顕在危険が発生する背後
には，どのような質と量で潜在危険が発生しているかを
明らかにし，日民にみえにくい潜在危険の段階と眼にみえ
るようになった顕復危険の関係を明示する ζとは.出火
防止対策を確立する上で，欠かすζとができなL、。出火
防止対策も潜在危険の段階Kまでさかのぼって実施する
必要があるが，乙の乙とは既1:消防においては火災予防
という続念で定着しており.一般市民の間にも.火の用
心という形で，あいまいなままであるが定着をしている。
(3) 潜在危険は多く発生していても.一般市民κは必ず
しも火災危険として意識されているわけではなく ，自分
の家で.潜在危険が何度も発生していても，それらを個
々ぱらぱらの事象としてとらえられる傾向があり，意識
の中でも潜在してしまい. rわが家は大丈夫」という考
えになりがちである。一般に生活者が火災を恐しいと感
じるのは，他人の建物が燃えるのをわが眼でみたり.マ
スコミを通じて知る乙とが主であり.そ乙から「わが家
でも用心しよう」となるのであり，自身の住戸内の潜在
的火災危険の積み重ねを知って火災危険を意識する人は
少ないと考えられる。その意味で，潜在危険は眼にみえ
ないのである。ましてや，他人の家で日々発生している
潜在危険は知るよしもなし、。14) また 散在化した火災
危険は.その発生件数を知る乙とも比絞的容易であり，
人口あたりの出火事を定義する乙ともz可能である。しか
し潜在危険となるとその精進を分析するととなくして
発生件数さえつかむζとはできない。つまり，質的分析
をしないと，量的分析もできない。
さて，潜在危険といっても，その範囲は広く一指して
扱うには無理があるので，段階区分をする必要があるが
それは容易ではなし、。乙乙では.さしあたって次の2段
階に分けるζとにする。ひとつは，発火源周辺のロJ燃物
が加然され.表面が焦げた存度の段階や，都市ガスがも
れてたまり一触即発の状態になった段階を設定し， ζの
段階から顕在危険までの段階を後期潜在危険と呼ぶζと
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表2-1 後期潜 在危険
-なべのq)のものを焦がした
・アイロンで衣績を焦がした
・タバコで物を焦がした
・風呂のからだきをした
・ふき乙lまれで火が消え.生ガスがもれ.少し
たまった
・油料理をしていて，なべに火が入った
表2-2 前期潜在危険
-ストーブを消し忘れて就寝 ・外出
・湯わかし器の種火を消し忘れて外出
・ガス元絵のしめ忘れ
・風呂わかし過ぎで，水がなくなっていた
.7)<を入れないで風呂かまどに点火
・カーテン近くにストープ
・ス トー ブの近くに洗濯物
・ガス乙んろ付近KuI燃物
・タコ足配線
・寝タパコ
????，??
?
?
?，??
?
????? ?
?
????? ?
〈
，
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、
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??
?
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f着火物の発炎開始.初期消 1顕在 危険 J ~~~'.~~~~:~I~}LO， T/JWlftJ I 
t火が必要になる J 
!火災の鉱大過程
図2-1 顕在危険と潜在危険
にする(その事例を表 2-11ζ示す)。そして，それにい
たる前の段階を前期潜在危険と呼ぶととにし，その事例
を ヨ聖子211:示す)。両表の恒例を比較すると，ヨ聖子2の
事例は.火気器具の使用状況1:少し危険性が認められる
といった段階であり，更lζ何段階にも区分される必要性
があるが，細分化の儲擦はまだ得られていないので，本
論では ζれ以上細分化しない。従来の研究との関係では
生活者の危険実践吋危険行為)という続念IL相当するで
( 3 ) 
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あろう。 である。初期消火をしたものがNo.1，3，5，6であり，他は
それに対して，表 2-1の事例は.そのまま放罰してお その必要がなかったものであり，後期滞在危険の段階と
けば，可燃物がやがて発炎する可能性があるが，まだ火 大きな隔りはなL、。火災危険の内容では，油料理関係が
災が発生したとは言えない(火災一歩手前の状態である)0 3件を占めるζとが注目される。消防署の火災統計から
次節から.顕在危険，後期潜在危険，前期潜在危険の も泊料理関係の火災発生件数は極めて多いととが判明4.日
順に調査結果をもとに，具体的実証的IL出火過程を分析 しており，各地の消防職員の努力で火災になりにくい天
する。 ぷら鍋や天ぷら火災用の簡単な初期消火用具(消火フラ
2. 3 顕在危険の事例 ヮーなど)が開発されている。とりわけ消火フラワーは
顕在危険を調査した結果は.表 2-3IL示すように，調 名古屋市消防局で開発されたにもかかわらず，テレビな
査住戸数 140戸のうちわずか6件(4.4 %)である。 ζ どの宣伝のためか関西でも知名度が高いようである。(A
の表は. r火事になりそうになった(なってしまった) マンションでは.約7割の住戸に知られていた。〉
経験Jの有無を質問し. rはいJと回答した事例の内容
表2-3 顕在危険の発生事例
No. 発火源 ~f 火物 経 過
l カ。スコンロ 鍋の中の油Ir いきなり炎がもえあ
火がもえうつ カ1っTこ
った
2 ガ「スコンロ 鍋の中の油 過熱の油Kもえうつ
っただけ
3 ガ、スコンロ カーテン 油の過熱
換気扇 天ぷら鍋の火を
i肖さずIr.その
場を離れる
4 電気 ふとん 子供部屋でベッドの
ストーブ ふとんが，消し忘れ
た電気ストーブの上
にかぶさる
5 ガ「スコンロ 漏れたガスiζ ガスコンロを 2口iζ
引火 分けて炊飯器を使っ
ていたが.コンロの
方のガス管がはずれ
て，気付かず.ガス
が漏れ，引火した
6 カ、スコンロ 鍋の中の油 50-60c回程の火の手
がのぼった
2.4 後期潜在危険の実態
後期潜在危険の事例をいくつかあげ，その発生状態を
アンケート調査した結果を，表 2-4K示すが，乙の発生
件数を合計すると. 124件にも達し，上述の顕在危険の
発生件数の約20倍(==124 /6)に達する。表2-41r示し
た以外の後期満在危険についても項目を列挙し.調査す
消火用具 火消はどれくらいでえたか
マンション名数
と標本
消火器 油が少し燃えただ
け
A 
(44戸)
な し 同 上
消火器 1-2分で消える
な し ふとんを焦がした
だけ
(もみ消した)
B 
(33戸)
水 水をかけて，すぐ
K元栓をしめたの
で火事にならず，
すぐ消えた
なべのふたを 油が少し燃えただ D 
した け (33戸)
ればその件数はさらに増加すると考えられるが，それは
今後の研究課題である(たとえば，炊事用火気~具，ス
トーブ，その他の各種の発火源の周囲の可燃物が焦げた
ζとの有無)。
ただし，表2-4において鍋の中のものが焦げた程度で
は，顕在危険にまで発展する可能性は大きくはないので
(4 ) 
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表2-4 後期治在危険の経験
No. 7 Tくここf A B C D ~I 
ガスコンロを消し忘れてなべの中 23 18 8 18 67 
のものを焦がした乙とあり (52.3) (54.5) (26.7) (54.5) (47.9) 
2 
ふき ζほれで火が消え生ガスがも 7 10 3 9 29 
れた乙とあり (15.9) (30.3) (10.0) (27.3) (20.7) 
3 
l風gかまどの空だきをした乙とあ 2 4 8 
り ( 2.3) ( 3.0) ( 6.7) (12.1) ( 5.7) 
4 アイロンで物を焦がした乙とあり 3 
。 3 7 
( 6.8) ( 0 ) (10.0) ( 3.0) ( 5.0) 
5 タバコで物が焦げた乙とあり 6 2 2 3 13 
(13.6) ( 6.1) ( 6.7) ( 9.1) ( 9.3) 
* そういう経験はまったくない
13 6 18 6 43 
(34.0) (19.0) (ω0) (20.0) (33.0) 
標 本 数 44 33 30 33 140 
(注)綾数回答， ( )内は標本数に対する割合 (労)
表2-5 ストーブの置き場所
Nu 項 凶 0:戸数 (%)
ストープの近くで洗濯物を干したととあり 23 (16.4) 
2 カーテンの近くにストーブを置いたととあり 7 ( 5.0) 
3 人間の動線上や出入口の近くにストーブを置いた乙とあり 24 (17.1) 
4 そういうととは全然、ない 59 (42.1) 
」
(注)No. 1. 2， 3は複数回答 ( )内は標本数 140IC対する古Ij合
仮にそれを除外すると， 124 67 = 57件となるが，乙
れでも顕復危険の約10f:告に淫する。また，表2-4Iζ示す
ように.後期潜在危険の発生してない住戸は，わずかに
%にすぎない。以上より ，後期潜在危険は多くの住戸で
発生しており.顕在危険となるのは，そのほんの一部に
すぎない乙とがわかる。
2.5 前期潜在危険の実態
前期潜在危険の内容は多岐にわたるので，項目別1:述
べるととにする。
2.5.1 暖房用火気器具に関するもの
まず.ストープの置き場所lζ関する潜在危険をアンケ
ー卜調査した結果(表 2-5)であるが.ストーブが危険
な場所κ泣かれている事例が多く存在する。その理由を
居住者は表 2-6のように意識している。乙の結果を参与'
( 5 ) 
表2-6 そうせさるをえないE喜由
項 u 住戸数 (%)
部屋が狭し、から 22 (50.0) 
物が多すぎるから 6 (13β) 
洗濯物を干す場所がなし、から 6 (13.6) 
収納喝所が足りないから 3 ( 6.8) 
その他 15(34.1) 
(注)彼数回答， ( )内は標本数441Z::対する割合
にして，ストーブの泣き場所IC関する潜在危険の発生機
械を考察すると図2-2のようになると身えられる。
次iζ，ストープ自体の危険性と使われ方の実態を ， ~
2-7， 表2-81Z::示すが.調査対象としたマンションで使
用されているストープの危険性はそれほど大きくない乙
とがわかる。ただし.ストーブを暖If}以外の熱源として
利用する使われ方は多くの住戸でなされており，熱を有
効lζ利用したいという居住者の要求のある乙とがわかる
が，図2-2IC:示したように(日本の住宅事情ではとりわ
け)危険である。なお，ストーブを消し忘れて寝てしま
ったり.外出したりしたという事例は， 140戸中わずか
l戸 (0.75%)しか発生しておらず，乙の点ではストー
ブの出火危険が十分認識されているようである。
2.5.2 風呂かまどに関するもの
風呂かまどに関する潜在危険の発生事例は，表 2-91C:
示すように少なくなL、。空だきをした住戸は18戸lともの
ぼるが，そのうち物が焦げる程度にまで過熱されたのは
わずかに5件であった。その発生機構は.図 2-3のよう
になると考えられるが，乙れについても今後，実証的Ic:
解明する必要があろう。
学居
??ー ???????????
住
カーテンの近くに
置かざるをえない
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(;;二居室)
居室Ic:物が多い
居室が狭い
居室の収納スベースが少ない
居室で物の置いてないスペースが少な
いため，人の動線上Ic:ストー プを置か
ざるをえない
1 水を入れ忘れて点火したととあり 6 (4.7) 
2. 水がもれてなくなっていた乙とあり 4 (3.1) 
3 沸かしすぎて水がなくなった乙とあり 5 (3.9) 
4. その他 3 (2.4) 
5. そういう経験はまったくない 105 (82.7) 
風邑かまどの空だきの発生表2-9
)内の数字は標(注) 1 -4の項目は複数回答， ( 
本数127Iζ対する割合(%)
??????
ストーブにぶつかったりして，倒した
り，やけどをする危険が生じる
ストーブの近くに
洗濯物が干される
冬期に洗濯物が.
なかなか乾かない
ストーブを発火源とする出火機構の例因子2
ク匂
ニZニ
fご
き
(肌n.:;，)ー|水町る|ー→
し(乞2:;、詐→|忘れる卜
けない)
水を入れ忘れる
風呂かまどの空だき図 2-3
l ふきんがかけてある 25 (24.5) 
2 ふきんが乙んろの近くにおいである 1 (10.8) 
3. 棚の中や上lζ食用油の容器がある 18 (17.6) 
4 乙んろの近く K食用油の容器がある 14 (13.7) 
5 棚の中や上Kマッチ箱がしまってある. 4 (3.9) 
喰乙んろの近くには燃えるものは置いて
50 (49.0) 
いない
ガス乙んろ周辺の可燃物
1. 時々うまく点火しない乙とがある 6 (5.6) 
2. 火の大きさをうまく調節できなかっ 1 (0.9) 
た乙とあり 1 (0.9) 
3. 異常燃焼する乙とがある 1 (0.9) 
4. 倒れやすい 1 (0.9) 
5. やけどしやすい
そういう乙とは全然ない 98 (90.7) 
ストーブ自体の危険性表 2-7
表 2-10
)内は標本数 108(注) 1 -5の項目は複数回答，
iζ対する割合(第)
)内は標本数 102(注)項目 1-5は複数回答，
lζ対する%
( 6 ) 
やかんなどをのせる乙とがある 32 (35.6) 
もちを焼いたり煮ものをする 8 ( 8.9) 
上IC:は何ものせた ζとがない 50 (55.6) 
言十 90 (100.0) 
ストーフaの上![何かをのせて使うか表2-8
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2.5.3 炊事用火気器具に関するもの
表2-10lr示すように，ガスコンロ周辺に可燃物が多
く置かれている ζとがわかる。ただ町し，乙の調査では，
可燃物とガスコンロの距離が測定されておらず.居住者
の主観的判断に頼っている。定量的lζ解明する乙とが今
後の研究課題である。
2.5.4 たばこに関するもの
たば乙による火災は出火原因の三大原因(他の二つは
火遊びと放火)のひとつであり，その潜在危険の把鐙と
出火防止対策は極めて重要である。調査対象住戸のうち
喫煙者の居る住戸は， 138戸中66戸 (48%)であったが
くわえたば乙や寝たばζをしている例は意外K多い(表
会1)。乙の乙とは，寝具などの生活用具の難燃化や敷
物などの防炎化の必要性を示している。たば乙の吸がら
の後始末の状況をみると，表2-12，1A 2-13 Ir示すよう
に，潜在危険はかなり多く発生している乙とがわかる。
また，たば乙火災を防止する上で.最も重要な灰皿であ
るが，表 2-14κ示すように，約4害IJもの住戸で吸いが
らの溶ちる灰皿を使ゥており，たば乙火災が多発する背
景を示している。
表会1 たばとの危険な吸い方
時々，くわえたば乙をする 19 (28.8) 
2. 時々 ，寝たば乙をする 11 06.7) 
本くわえたば乙，寝ただζはしない 39 (59.1) 
(注) ( )内は，標本数661L対する害IJ合， 1-2項は
複数回答
表2-12 たば乙の吸いがらの始末(その 1) 
ときとき7)<をかけないでそのまま捨てる
ζとあり
必ず水をかけてから捨てている
灰皿にあらかじめ水を入れている
その他
(注)複数回答， ぐ)内は標本数661r対する
割合
18 (27.3) 
25 (37.8) 
9 (13.6) 
18 (27.3) 
表2-13 たばζの吸いがらの始末(その 2) 
燃えるゴミと一諸lζ捨てる乙とあり I 903.6) 
生ゴミと一諸lζ捨てている 58 (87.9) 
吸いがら周のゴミ箱を用意している I 0 (0 ) 
その他 I 3 ( 4.5) 
(注)俊数回答. ( )内は標本数61ζ対する
割合
( 7 ) 
表 2-14 吸いがらが短くなった時.外IL
洛ちない灰皿を使用しているか
よく落ちるととがある
時Irは落ちる ζともある
落ちないタイプのものを使っている
その他
3 ( 4.5) 
26 (39.4) 
27 (40.9) 
14 (21.2) 
(注)複数回答， ( )内は標本数661と対する
割合
2.6 潜在的火災危険の項のまとめ
以上の調査結果より判明した ζとをまとめると，第ー
は，前期潜在危険の内容は多種多様で'ある乙と.第2は
ほとんどすべての住戸で何らかの潜在危険が発生してい
る乙とである。
ζのような潜在危険が無数に存在するから火災が発生
するのであり，顕在危険となって現象するのは，そのほ
んの一部である。従って，潜在危険の発生機構を日本の
住宅構造や住宅事情の特殊性などの関係で詳しく研究す
る必要のあるととを示している。
と乙ろで，前期火災危険の内容を吟味し，より顕在危
険から遠い位置にある段階を考察してみると火を使用し
始めると同時fr使用者が防火管理行為を行わないと火災
危険はとんどん拡大すると考えられる。 たとえば，火気
器具に点火後の時間的経過についてみれば，まず点火時
において点火ミスによるガスもれ，水を入れないで(ま
たは.7)<がもれてしまった状態で〉風呂かまとに点火す
るなどの潜在危険が発生する。点火後の火災危険はさら
に様々な形で発生し，火気器具の焼焼状況を自動的ある
いは人為的にコントロールしない限り，潜在危険が発生
する。そして一定時間経過したあとには必ず消すという
防火行為が不可欠になる。今日のように多種多様の火源
や着火危険の高い生活用品(へアスプレーなど)が生活
fr用いられている状況では，防火行為も多種多様かっ継
続的に実施する乙とが必要になる。しかし，人間の防火
行為にはミスがつきものであり ，万全を期す乙とは不可
能である。フェイノレセーフという防火の基本原則にもと
づけは.生活者の防火管理行為の研究と共IL，物的防火
対策が不可欠である ζとになる。次節では，物的防火対
策lとついて検討する。
3. 防火対策について
3.1 住宅火災防止のための物的対策と管理的対策
防火対策の内容は多岐lとわたり，整煙のしかたも研究
の目的κ応じて異る。乙乙では，住居機構学的に防火対
策fL関する研究を展開するという目的を設定し，防火対
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策を物的なものとそうでないものに分けて倣う乙とKす
る。入信1は住宅という生活空間の中で.様々な生活手段
を用いて生活を営むが，乙の空間と生活手段を防火の面
から安全化することを物的防火対策と呼ぶ乙とにする。
住居機構学の研究領援では，乙の物的対策の研究に電点
がおかれる。物的でないものというのは住生活を営む生活
者による空間や生活手段の使われ方を防火の箇から安全
化する乙とになるので，これを住居管理的防火対策と呼
ぶ乙とにする。住居管理的対策に重点をおいた研究は，
住居管理学の領域に入るであろう。しかし，住居を火災
に対して安全化するためには.物的対策と管理的対策の
両方を組み合せなければならない乙とは自明である。す
なわち，物的(ハー ドな，フィジカノレな)対策も住居管
理的(ソフトな)対策も必要である。従って，物的対策
を重点的に研究する場合でも，住居管理的対策を無視す
るわけにはL、かなし、。逆の場合も同様である。本研究で
は.物的防火対策lζ重点を置いて調査結果を分析するが
補足的に住居管鹿的対策との関係について検討する。
3.2 物的防火対策の概要
(1) 空間に関わる防火対策
物的防火対策を住宅の設計と関連させて.体系的IC犯
握するためには，空間そのものに関わる防火対策 (表3
-1のA)と空間の中1:装備されたり持ち込まれたりする
生活用具に関わる防火対策(表3-1のB)に分けて考え
た方がよいと思われる。また，住宅の内部空間は，異っ
た生活行為に対応する複数の部分空間から情成されるが，
それぞれの空間で使用される発火源，その周囲の可燃物
の存在形態，内装仕上げは異っており，それぞれの空間
κは特有の火災危険があり，それに対応した防火対策が
ある。従って，表3-111:示した物的防火対策はそれぞれ
居
? ? ?
の部分空間1:特有の防火対策と全体1:共通する防火対策
に分けて考えた方がよいと患われる。共通の防火対策を
表3-1の例であげれば，住宅の主要繕造部の不燃化や防
火区画の確保などがそれである。部分空間としては.炊
事用火気器具の使用される台所，風呂かまどの使用され
る浴室， 暖房用火気器具が使用され.その周辺IL可燃物
の多い居室などがあるが，それぞれに特有の防火対策が
ある。
(2)生活用具に関わる防火対策
乙の積の防火対策は.表3-1のB項のように細分化す
る乙とができる (詳しくは3-3節に後述)。
(3) 管理的防火対策の事例
なお.参考までに管理的防火対策についても.いくつ
か例をあげておく。① 発火源の使い方の安全化 (発火
源管理)， ② 着火物管理(発火源と発火物の空間的位
鐙関係の管理を含む)， ③ 防火のための設備器具の使
い方の安全化，④ 避難訓練，避難空間の管理等々。
3. 3 物的防火対策の実態
!{ 3-1の項目Aは，火災の拡大過程に対応しており，
項目Bは.出火過程に対応している。本研究では出火過
程にまとをしぼっているので， Bの「生活用具K関わる
防火対策Jを中心IL調資結果を用いて検討する。
3.3.1 発火源対策としての火気使用役備器具の安全化
火災は発生しなければ，鉱大もしなL、。したがって，
住宅火災防止の綾も基本的な対策は，発生源対策=発火
源対策である ζとは言うまでもない。なかでも重要なの
は，火気使用設備器具および傑火(たば乙やろうそくな
ど)ILかかわる出火防止対策である。火気使用設備器具
は既lζ多種多様のS製品が存在し，新製品が続々と開発さ
れ続けている。住居学的出火防止対策から分類すれば.
表3-1 物的防 火対策の概要
A.空間そのものに関わる -住宅の主要構造部の不燃化
防火対策 -住宅の仕上部分の不燃化
{他物外周部の延焼のおそれのある部分の不燃化
建物内部の床，壁，天井仕上の不燃化
-火気使用のための空間の特設
-防火区画の確保
-避難経路空間(避難施設)の確保
B.生活用具に関わる防火 -住生活に使用される物(住宅設備，生活機器を含む)の防火的安全化
対策 {① 発火源対策としての火気使用設備器具の安全化
② 着火物対策としての火源周辺におかれる生活用具の聖堂燃化
-防火設備器具の設前(避難用を含む)
(8) 
水野 住宅における滞在的火災危険と物的防火対策 -171 
第 lは.火気使用目的11::即した分頴であり，炊事用 ・風
呂用・暖阪府の火気器具，およびその他の火気使用器具
11::大別できる。それぞれの火気器具は炊事周一台所，風
呂用 =r~~ ， 暖房用=居宅(ダイニングJレームやキッチ
ンルームを含む)などというように.おおむねそれが使
用される空間と対応している。ただし，居室で炊事用火
気が使用されたり ，便所で暖房用火気が使用されるなど
上記以外の組み合せて‘使用される場合もある。また，た
は乙などのように.いろいろな場所でも使われる火源も
ある。第2の分頬は.気体 ・液体・固体などの燃料や電
熱など熱エネルギーに即した分類である 乙のように分
類する1主義は，それぞれに特有の防火対策がある ζと，
住宅で使用されるエネJレギーという観点から防火対策を
考えなければならないととにある。たとえば，ガス爆発
防止対策のための高層マンションのオール泊化はその典
型例である。
本研究では火気使用設備器具にかかわる出火防止対策
の実胞状況を犯渥するために，風呂かまど，暖房用火気
(ストーブ)，たば乙の灰皿について調査を行ったので.
その結果を示す。
まず.風呂かまどKついてみると，昭42入居のC<"ン
ションでは， /1<を浴槽!I::貯めてから湯を沸かすタイプで
あるが.昭48-53入居のA，B， D<"ンションでは.。俗
ミ芝府給湯器が取りつけられている。前者には，tEたき防
11:装置や立ち消え防止装置はついていないが，後~Iζは
それがついているものが多し、。前IHの表2-4.表2-9Iζ 
示したように.風呂かまとの空たきをしたという'J1例か
多いのでとの対策は重要である
次iζ.暖房用火気器具であるが.わが国の住宅では移
動式(非固定式)の暖房器具が多く.それを置く場所が
とくに用意されていない(住宅の設計がそうなっていな
し、)場合が大半である。そのため.前出の表 2-5のよう
に.ストーブの民き場所からみた治在危険が多くG在す
る。その防止対策として，ストー プをu'{く場所を特に注
文して作った家庭があるかどうかを調べたととろ.署長3
-2 Iζ示すように.わずか5件でしかもDマンションのみ
であった。なお，子供がやけどしないようKストープに
カバーをとりつけたという例は.少し多い(表3-2)。
乙れらの結果より ，ストーブを問定式にして，そのれ
き局所を確保するという物的出火防止対策は居住者まか
せでは望みうすである。また.次のような研究諜磁のあ
る乙とがわかる。すなわち，日本の居室では狭いと乙ろ
に物がいっぱL、結めとまれているという現状を考慮する
と，第 11ζ居宅iζストーブの置き場所を設ける乙とを住
~ 3-2 ストーブの安 全対策
77¥之さ B C D 小 ~ I・
ストープを置く湯所を特別1: 。 。 5 5 注文して作った
ストーブにカバーをつけた 6 3 5 14 
上記のどちらもしていない 18 24 18 60 
標 本 数 24 27 23 74 
(注)Aマンションは調査していなL、。桜数回答である
~ 3-3 たばこの潜在危険と灰皿のタイプ
たば乙で物が焦げた ζと
があるか
。
(勿)
①+⑦ 
灰皿のタイフ ① あ り ②な し
吸がらの落ちないタイフ 3 21 12.5 % 
吸がらの溶ちるタイフ 9 26 25.7 % 
(9 ) 
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宅の設計の段階から取り入れるにはどうすればよし、かを
検討71するとと，第21ζ，ストーブの外周部の表面誠度
を下げたり，カバーをつける乙とによって，可燃物との
直接の綾触を避けたり.接触しでも着火しないようにす
るにはどうすればよいかを具体的に検討するととなどで
ある。第31<:.火災の危険性の程度によってストーフを
類型化し，その所有実態調査をする必要もあろう。
ととろで.住宅火災の中で出火件数の極めて多いたば
乙火災であるが，その物的山火防止対策の基本は灰皿の
安全化である。調査の結果は，前出の表2-14のようlζ.
吸がらの洛ちない灰皿は 4割弱の家庭1<:しか普及して
いなし、。灰皿のタイプ(図3-1参照)と潜在危険の発生
の関係をみると.~ 3-31ζ示すように灰皿の改良は「た
ぱ乙で物が焦げる割合Jを減少さすζとができる。
3.3.2 着火物対策としての生活用具の難燃化
前項で述べたように物的な発火源対策の実施状況は緩
めて悪い。また，第2節で述べたよう1<::.管理的対策だけで
潜在危険の発生を完全に紡止するζともできない。従っ
て.発火源の周辺にある可燃性の生活用具を難燃化する
乙とが不可欠となる。壁面や床面1<::装備される物の代表
としてカーテンと敷物を選んで難燃化製品の普及状況を
調べた結果を表3-41<:示す。また，就寝中の着火危険(前
出の表2-3参照)などに着目して，寝具の難燃化を調べ
た結果も同じく表3-41ζ示す。乙の表から着火物の難燃
化は一般家庭1<::殆んと・普及していない乙とがわかる。カ
ーテンや敷物の幾燃魁品は良質のものが市販されている
ので問題は少ないと考えられるが，防火処理をした寝具
はまだゴワコ'ワして飢ざわりが悪いものがあり .技術開
発が望まれている。
3.3.3 防火設備器具について
防火設備器具には，住宅内で発生する顕在危険はもと
より.ガスもれなどの後期潜在危険を自動的に}J:知して
人間1<::知らせたり，それ自身が自動的K作動して初期消
居 戸... 弓与
(1)吸がらの洛ちるタイプ
(例)
図3-] 灰皿のタイプ
表3-4 難 燃化製品の設白状況
項 B 件数 (%)
l 防炎性カーテン 8 ( 6.6) 
2. 難燃性の敷物 4 ( 3.3) 
3 難燃性の寝具(ふとんなど) 1 ( 0.8) 
4. 難燃性の寝間着 2 ( 1.6) 
'そういうものは備えていない 109 (89.3) 
(注) 1 -4項は後数回答. ( )内は標本数 122
に対する%
火をするものや， 人聞が初期消火をしたり通報したりす
る手段となるものなど.多種多様のものが開発されてい
る。今回の調査では，①集合住宅のガス爆発防止対策
との関係で，ガスもれ筈報器の設箇状況，② 集合住宅
の火災は自宅だけでなく 隣戸1<::すぐ被害が及ぶおそれが
あるので，近隣居住者lζ火災の発生を知らせる非常ベノレ
という通報手段がm要であるとと，③ 集合住宅におけ
る管理的対策とのからみを検討するために消火器の設置
状況と使い方の訓練の3点K注目した。
(1) ガスもれ警報器について
ガスもれ望書報器の設置状況は表3-51<::示すように.A. 
表3-5 ガスもれ筈 報器の 設包
~之三 A B C D 3十
あり
25 12 6 21 64 
ガスもれ警報器
(58.1 ) (36.4) (20.0) (63.6) (46.0) 
な し 18 21 24 12 75 
H 43 33 30 33 139 
(注) ( )内は設置率
(10) 
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表3-s ガスもれ笹報器の作動原因
作 iJ)J D;1 国 件数(%)
点火ミスによるガスもれ 14 (60.9) 
煮乙ぼれによるガスもれ 4 (17.4) 
煮ものや魚焼きの蒸気や煙 7 (30.4) 
殺虫剤の散布のため 4 (17.4) 
たば乙の煙 2 ( 8.7) 
その 他 3 (13.0) 
標本数 23 
(注)複数回答， ( )内は標本数231<:対する苫1合(%)
D7ンション1:多く，B， C7ンションIζ少ない。器具.
の種類は，大阪ガスのピコピコが97必を占める。実際IL
作動したことがあるのは，64戸中23戸 (36%)もあり.
気やすめにつけておく性質のものでない乙とがわかる。
しかも，作動原因(表3-6)をみると，ガスもれそのも
のを検知しており，その有効性の高いζとが実誕されて
いるといえよう。炊事やたば乙の煙，殺虫剤にも反応し
ているが，乙れも誤報というように否定的にみるより，
室内の空気の汚れを検知lしていると肯定的にみるべきで
あろう。住宅内で力。スを使用すれば，ガスもれはよくお
きるとと(前出の表2-4)であり ，ガスもれ答報器は必
需品と言えよう。ただし.筈報するだけでは，ガス爆発
防止対策としては不卜分であり，換気扇などと連動して
ガスを排出できるようにすべきである。すでKその種の
器具も開発されており，その性質や使用上の問題点iζつ
いては，今後の研究課題としたい。
(2) 非常ベノレiζついて
非常ベル1<:は，集合住宅の共有部分の廊下や階段など
に設位されているものと，専有部分の中IL非常ベルの抑
しボタンのあるものに大別できる。後者の設白状況を凋
べた結果は，132戸中わずか8戸(6.1 %)であり，設
置してない住戸に非常ベソレの要求を尋ねた結果， 86戸中
表3-7 非常・ベノレの設問~求
項 目 件 数
火災のため 2 
防犯のため 6 
何かあった時のため 5 
押売防止
言十 14 
(注)記述式の回答を分類したもの
表3-9 消火認の使用方法を知っているかどうか
項 目 件数(%)
よく知っている 39 (28.7) 
少し知っているので使えると思う 58 (42.6) 
ほとんど知らないので不安だ 34 (25.0) 
全く知らない 5 ( 3.7) 
5十 136 (100.0) 
表 3-10 消火器の使用経験
項 日 件数(%)
自分で使用した乙とあり 27 (20.0) 
他人が使うのを見た乙とあり 93 (68.0) 
自分で使用したことなし， 17 (12.0) かっ他人が使用するのも見た乙とがない
計 137 (100.0) 
19戸 (22必)が要求しただけである。要求の狸白を回答
した14件についてみると ，表 3-7Iζ示すとおりである。
共有部分に設位しである非常ベルも含めて.作動状況
を調べた結果，134戸中44戸 (33%)が非常ベルが嶋っ
たのを聞いた乙とがある。その時.住民がとう思ったか
を調べた結果を表 3-81ζ示す。 ζの表から非常ベノレは，
表3-8 非常・ベノレが鳴った時どう思ったか
項 H 戸 数 (匂)
l 火災，泥棒，又は何かが起きたと思った 14 (31.8) 
2 諜報 ・いたずらかも知れないか.火災 ・泥
線.何かがおきたかも知れない
19 (43.2) 
3. いたずら，誤報だと思った 10 (22.7) 
(注〉級数回答を整PJ.したもの， ( )内は標本数44に対する書1合，無記入 1件
(11 ) 
-174一 住 居 .，. :r 
表3-1 "ンションでの防火行事の実施状況
内 釘イfヤ)- A B C D 
1 消火器使用訓練 。 。 ム 。
2. 建物からの避難::JI櫛 ム 。 × 。
3. 防火座談会や映画会 X × X 。
4 その他の防火行事 ム ム A ム
5. 何も行われていない 5 3 17 。
6. 何が行われたか覚えていない 12 3 3 。
標本数 38 33 27 31 
(注)0印一実施され参加者多数， ム印一実施されたが参加者少人数 (数人)，x印ーー 実施されていない。
5， 6項のA-D欄の数字は回答者数
表3-12 防火行事への参加状況
内 全nャ? A B C D 3十
l 自分で消火器で火を消した 2 3 4 12 21 (15.9) 
2. 自分で避難器具そ使った 2 2 2 7 ( 5.3) 
3 階段を使う避難訓練に参加した 5 3 4 13 25 ( 18.9 ) 
4 訓練には出たが見学していただけ 20 24 7 19 70 ( 53.0 ) 
5. 訓練ILは参加したととがない 17 4 11 2 34 ( 25.8 ) 
標本数 41 32 26 33 132 
(注) 1-4は後数回答， ( )内は標本数11:対する!IJ合
現状のものでも有効性がある(項目 1:および2参照)と同
4. まとめ
時』ζ改良の余地(項目 2および3参照)もまた大きい乙と
を示している。現在，消防機関を中心IL，自動火災報知
器の誤差動を少なくする研究が精力的11:進められている。
(3) 消火器
消火器は 139戸中84戸 (60%)11:設置されており.そ
の%は粉末式，'14は泡式であり，それ以外は少ない (4 
戸)。 なお，消火器の使用方法の認知度や使用経験は，
表3-9，表3-10のとお りである。乙れを7 ンションで
行われている防火行事(袈 3-1，表3-12)と対応させる
と，訓練lζは出たが見'下していただけという場合が多い
乙とがわかる。自治会や管問組合が主催し，消防の指導
する防災訓練が，参加者全貝に実際IC手足を使って実践
する機会を与えていないという不徹底性は，物的防火対
策はもとより，管理的防火対策も不徹底であるというわ
が国の防火対策を象徴しており，乙の種の問題について
も研究する必要があろう。
(12) 
本研究では，第 1Iζ.住宅火災における出火過程を潜
在危険から顕在危険まで段階的lと整理した。そして.潜
在危険の実態調査を行ない，住宅の中では眼にみえない
潜在危険が多発している ζとを明らかにした。また.そ
の中で住宅火災特有の出火機織の一部を解明した。
第2IC，住宅火災防止対策を物的対策と住居管理的対
策iζ区分して盤慢し，その中で物的防火対策IL:重点をお
いてその体系的研究の展望を示した。そして，出火過程
に対応する物的防火対策，すなわち，生活用品IL:関わる
物的防火対策について調査し，"ンションにおける発火
源対策，着火物対策，防火設備器具の設置の実態を部分
的ではあるが明らかにした。乙の中で，火源周辺の可燃
物の難燃化というお火物対策が極めて遅れている乙とが
判明した。
なお，本研究で行った居住者lζ対するアンケート調査
の手法では，物的防火対策を客観的・物F.I!的IL:明らかに
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する上では，限界のある乙とも確かであるが.他面では
物的防火対策の内容やその効果を明らかにするための研
究課題も発掘する乙とができ，研究の礎を築いた乙とは
若干の成果である。たとえば，① 潜復危険の中には，
顕在危険IC結びっくものと，そうでないものとかあるが
それを友右した条件は何かを解明する乙と，(2)火気使
用室(台所.居室，浴室)およびそれに対応した火気恭
兵のそれぞれleついて.出火防止対策を明らかにする乙
と，③ 出火危険と山火要因の相関関係を統計的(疫学
的)le明らかにするだけでなく ，必然的悶果関係を解明
する乙と などである。
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Summary 
There are two methods to protect houses from fire. 
One of them is physical method and the other is the method by means of management of house. 
[n this papers， thc physical method are discussed mainly. 
We examine the mechanism of outbreake of fires in order to exphcale fire protectJOn countermeasure. 
Explicating the mechanism， we take notlce of latent fire nsk in the apartment house. 
Because the character of house fires IS ln thlS latent fIre nsk. 
For the sake of the above， we obtained mformatlOns through a questlOnnalre toward dwellers Jn 
the apartment house 
The folowing are obtained as a rcsu1t， 
1. The latent fire risk occures frequent1y in the apal.tment house. 
2. The mechanism of outbreak of fires are cxplicated partially. 
3. The actual sltuatlOn of fire protection countermeasure tn the house are examlned. 
For example，flre prevention of combushbles about fire iOstruments are not put mto practice 
sufficiently 
(13) 
